
様式９（添付１－３） 

令和３年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【  鳥取市  】    

令和  年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営

■連絡協議会の開催（教育委員会、学校、国際交流財団、教育活動支援員）

・８月 第１回連絡協議会の開催（情報共有、指導・支援の在り方について協議等）

➡新型コロナウイルス感染症拡大のため中止

・２月 連絡協議会の開催（事業報告、情報共有、効果的な支援の実践の交流等）

➡オンライン会議で開催

（２）学校における指導体制の構築

・日本語指導が必要な児童生徒に対して、教育活動支援員を委嘱し派遣した。

・教育委員会、学校、教育活動支援員の三者で、指導方針の確認、課題の共有等を行った。

・学校は、「特別の教育課程」「個別の指導計画」を作成した。

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施

・４月 教育行政懇談会での外国人等編入学等支援事業の事業説明及び「特別の教育課程」の編成

と実施についての説明 

・５月 「特別の教育課程」編成・実施計画の作成・提出

・通年 個別の指導計画に基づいた指導

・年度末 指導内容・方法等に関する評価、及び日本語習得の状況の評価等

（４）成果の普及

・教育委員会のホームページに実践の概要と成果を公表する。（年度末）

（５） 学力保障・進路指導

・高校進学をめざす生徒等の学力保障に向け、教科学習での母語支援の実施。

・高校進学をめざす生徒等の学力保障に向け、基礎学力の定着につなげる補習の実施。

（１０）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣

・鳥取県国際交流財団と連携し、母国語の分かる支援員（教育活動支援員）を配置した。



３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（１）地域の外国人児童生徒等指導体制の推進に係る運営協議会・連絡協議会の設置・運営 

＜成果＞ 

・日本語指導が必要な児童生徒に対する支援について、適切な指導・支援に向けた情報共有を行う

ことができた。 

＜課題＞ 

・学校によって、支援員との情報共有、連携に差異がみられる。支援員を配置した各学校に、適切

に情報交換を行うよう説明を行う。 

・コロナ禍の中、オンライン会議での開催が可能になった。来年度以降もオンラインでの会議開催

としたい。 

（２）学校における指導体制の構築 

＜成果＞ 

・日本語指導を必要とする児童生徒が在籍する学校の要望に応じて、教育活動支援員を配置するこ

とができた。 

・学校は「特別の教育課程」「個別の指導計画」を作成し、日本語指導が必要な児童生徒の個別の

教育的ニーズに応じた特別の教育課程による指導を行うことができた。 

＜課題＞ 

・日本語指導の児童生徒がいる散在地域においても効率的な日本語指導を行うために、中学校区単

位の小中連携による巡回指導等を検討していく。 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

＜成果＞ 

・個々の児童生徒の日本語の習得状況や学校生活の適応状況等の多面的な把握に基づき、指導の目

標及び指導内容を明確にした個別の指導計画が作成され、各学校において特別の教育課程を編成

・実施することができた。 

＜課題＞ 

・進級・進学に際し、児童生徒の日本語習得状況や学校生活の状況について確実な引継ぎを行い、

切れ目のない支援を行いたい。 

（４）成果の普及 

＜成果＞ 

・ホームページで公表することにより、日本語指導が必要となる地域や学校にその成果を発信し、共有する

ことができた。 

＜課題＞ 

・より確実に多くの学校に情報共有するために、ホームページ掲載時期を前期末（９月末頃）に早

める。 

（５） 学力保障・進路指導 

＜成果＞ 

・高校進学をめざす生徒への教科学習での母語支援や補習の実施により、希望する学校へ進学する

ことができた。 

＜課題＞ 

・日本語支援を必要とする生徒の多様な進路希望に応じるために、学校と支援員が綿密に情報共有を行い

、適切な進路指導を行う必要がある。 

（１０）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

＜成果＞ 

・母国語の分かる支援員が、学校教育で必要な生活指導や初期的な日本語指導や通訳を行ったこと

で、当該児童生徒が安心して学校生活を過ごすことができた。 

＜課題＞ 

・多国籍、多言語に対応できるよう、鳥取県国際交流財団や大学等関係機関と連携して、母国語に

よる日本語指導ができる人材を確保していく必要がある。 
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４．その他（今後の取組予定等） 

＜令和４年度事業実施スケジュール＞ 
・４月   教育行政懇談会での外国人等編入学等支援事業の事業説明 

教育活動支援員の選定・派遣 

・５月   「特別の教育課程」編成・実施計画の作成・提出 

個別の指導計画に基づいた指導  
 

・７月   第１回アンケートの実施 

・８月   連絡協議会の開催（情報共有、指導・支援の在り方について協議等） 

・１２月  第２回アンケートの実施 
 

・１月   連絡協議会の開催（事業報告、情報共有、効果的な支援の実践の交流等） 

・年度末 指導内容・方法等に関する評価、及び学習状況の評価等 

 

 

・年間 随時 

・対象児童生徒の指導方針の確認、日本語指導の習得状況、学校生活への適応状況等の課題となる

ことの解消に向けた巡回相談の実施 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵

と併せて、文部科学省ホームページで公開する。 


